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序　　　文

インドネシア高等教育開発計画（HEDS）は日米共同プロジェクトとして平成2年4月に始まり、ス

マトラおよびカリマンタン地域で、 対象となる11大学の教官の上位学位取得をサポートすることによ

り、地域の高等教育水準向上を支援してきました。わが国は、米国国際開発庁（USAID）の協力が終

わった平成8年7月以降も、インドネシア側の要請を受けて支援を続け、平成8年8月1日から3年間

の協力再延長期間に入っています。

このたび、国際協力事業団は、再延長協力期間の終了を約半年後に控えて、平成10年12月9日か

ら同19日まで、豊橋技術科学大学副学長 堤 和男 氏を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、

インドネシア側評価チームと合同で、これまでのプロジェクト活動、運営管理状況、技術移転状況を

確認するとともに、目標達成度、自立発展性などの評価を行いました。

本報告書は、同調査団の調査および協議結果を取りまとめたもので、今後の国際協力活動に広く活

用されることを願うものです。

ここに、本プロジェクトに惜しみない支援をいただいた大学関係者の皆さまをはじめ、内外関係各

機関の方々に深く感謝するとともに、引き続きご支援、ご協力を賜りますよう、お願い申しあげる次

第です。

平成11年 1月

国際協力事業団　　

理事　泉　堅二郎　　
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第1章　終了時評価調査団の派遣

1―1　調査団派遣の経緯と目的

（1）  経緯

インドネシアでは、近年の急速な工業化に伴い、産業界における人材不足が深刻な問題になって

いる。同国の第2次国家25カ年計画（1994～2018年）においても、教育の重点政策課題として、「教

員・教官の質の向上」と「工学部教育の質の充実」が掲げられており、現職教員・教官の上位学位取得

者への切替えおよび大学における研究の振興が急務とされている。

本インドネシア高等教育開発計画（HEDS）は、米国国際開発庁（USAID）が1988年2月、日米共同プ

ロジェクトとして提案したことから検討が始まった。プロジェクトは第2次国家25カ年計画に先立

ち、インドネシアの地方開発政策の一環として、スマトラおよびカリマンタン地域における高等教

育水準の向上を目的に、同地域から複数の対象大学を選出し、現職教官に、より高い学位を取得さ

せる活動を通じて、最新教授法などの技術移転を実施しようとするものであった。

USAIDの提案を受けたわが国は、1988年7月に実施されたUSAIDのプロジェクトデザイン調査に

参画し、また同年11月にはプロジェクト形成調査団を派遣して、日本側協力計画案をUSAID側およ

びインドネシア側に提案した。さらに1989年4月のプロジェクト形成調査において「日本側は工学系

分野に対しての、またUSAID側は基礎科学および経営学系分野に対しての協力を担当する」という

プロジェクト協力の枠組みを固め、インドネシア側およびUSAID側の合意を取り付けた。その結

果、日本側の案に基づく本プロジェクトへの無償資金協力とプロジェクト方式技術協力にかかる正

式要請が、インドネシアから我が国に対して提出された。

これを受けて国際協力事業団（JICA）は、1989年8月に事前調査、1990年4月に実施協議調査を行

い、同年4月12日から5年間にわたるプロジェクト方式技術協力が開始された。

その後、計画打合せ調査（1991年3月）、巡回指導調査（1992年3月）、計画打合せ調査（1993年4月）、

巡回指導調査（1993年8月）と、1991年から1993年の間に4回の調査団が派遣され、プロジェクト活動

の進捗状況および協力計画を確認・検討した。そのうえで、1994年8月の終了時評価調査の結果、プ

ロジェクト協力の期間をUSAID側の協力終了日に合わせて、1996年7月31日まで延長した。

また、協力延長後の1996年1月、日米イ合同評価調査の結果、インドネシア側の自立体制の確立が

不十分であるため、協力継続の必要があると認められ、1996年8月1日からさらに3年間、協力期間が

延長された。なお、再延長期間の協力計画検討と活動の進捗状況を確認するため、1997年7月に計画

打合せ調査が実施されている。

（2）  主な協力内容

本プロジェクト方式技術協力としては、対象となる11大学の工学部系教官の資質の向上および大

学運営の改善を図ることを目的に、主として以下の技術移転と機材供与などを実施してきた。
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　①　国内留学による上位学位（主に修士課程）の取得

　②　各種セミナーおよび短期講習（教育技法・大学運営など）

　③　これらの活動に必要な機材の供与

　④　対象大学から選抜された教官・管理者の日本研修受入

また、再延長の3年間には、以下に重点を置く協力活動を展開した。

　①　教官の教育・研究能力の向上

　②　ラボラトリーの活用推進

　③　大学運営管理の改善

　④　外部の研究機関との連携

現在、本プロジェクトでは再延長協力最終年次の活動を実施中である。

（3）  終了時評価調査

本終了時評価調査は、日本側の協力終了に向けた技術移転の完遂と、インドネシア側の自立体制

確立のための活動が最終段階に入っている。その状況下において、以下を主目的として、インドネ

シア側関係機関および現地日本人専門家と協議を行う。

①　これまでに実施した協力について、プロジェクトの活動実績、管理・運営の状況、カウン

ターパートへの技術移転の状況などについて、達成状況を確認する。

②　上記達成状況の確認に基づき、1999年7月末のプロジェクト終了までの期間に実施すべき事項

に関し、プロジェクトに対して提言を行う。

③　インドネシアの高等教育開発にかかる将来的な計画と活動のあり方に関して、ノンコミッタ

ブルベースでインドネシア側と意見交換を行う。

1―2　調査団の構成

（担当）　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　（所属）

総括　　　　 堤　　和男　　　 豊橋技術科学大学副学長
Leader Mr. Kazuo Tsutsumi Vice President, Toyohashi University of Technol-

ogy

工学教育・電気系　 入澤　壽逸　　　　 長岡技術科学大学工学部教授
Engineering Education Mr. Juichi Irisawa Professor, Faculty of Engineering, Nagaoka Univer-

sity of Technology

工学教育・機械系　 高木　茂孝　　　　 東京工業大学電子物理工学科助教授
Engineering Education Mr. Shigetaka Takagi Associate Professor, Department of Physical Elec-

tronics, Tokyo Institute of Tecnology
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評価企画　　　　 池田　修一　　 国際協力事業団社会開発協力部
社会開発協力第一課課長代理Evaluation Planning Mr. Shuichi Ikeda
Deputy Director, First Technical Cooperation Divi-
sion, Social Development Cooperation Department,
Japan International Cooperation Agency

教育開発研究分析　　 湊　　直信　　　 （財）国際開発高等教育機構事業部次長
Educational Development Analysis Mr. Naonobu Minato Deputy Director, Department of Planning and Pro-

gram, Foundation for Advanced Studies on Interna-
tional Development (FASID)

1―3　調査日程

　調査期間：1998年12月9日～19日（11日間）

日順 月日（曜） 移動および業務

1 12月9日（水）
10:50成田発（JL725～16:05）ジャカルタ着
　　　　　（堤団長はSQ162便）
高等教育開発計画（HEDS）専門家との夕食会

2 10日（木）
JICAインドネシア事務所打合せ、在インドネシア日本大使館表敬
教育文化省高等教育総局（DGHE）と意見交換
ジャカルタ～ボゴール

3 11日（金） 合同評価全体会議、評価手順確認と評価担当グループ分け、準備資料説明
各グループごとに担当分の評価方法検討

4 12日（土） 評価関連資料レビュー
池田団員ジャカルタ着（SQ71→SQ156:シンガポール経由）

5 13日（日） 合同評価全体会議
評価作業：評価報告書原稿案執筆

6 14日（月） 評価作業：評価報告書原稿案執筆
合同評価全体会議で評価提言部分協議

7 15日（火）

ボゴール～ジャカルタ
JICAインドネシア事務所打合せ
国家開発企画庁（BAPPENAS）との協議
ジャカルタ～ボゴール

8 16日（水） 評価作業：評価報告書案の作成
合同評価全体会議、評価報告書案の合意

9 17日（木） ボゴール～ジャカルタ
DGHEとの協議、評価報告書およびミニッツ署名・交換

10 18日（金）

プロジェクト・マネージメント・ユニット（PMU）で資料整理、調査報
告書原稿作成
JICAインドネシア事務所報告
20:30ジャカルタ発（SQ165～）（堤団長のみ）
23:10ジャカルタ発（JL726～）（機内泊）

11 19日（土） 成田着
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1―4　主要面談者

（1）  国家開発企画庁（BAPPENAS）

Dr. Fasli Djalal　　　　 教育文化局長

（2）  教育文化省高等教育総局（DGHE）

Dr. Satryo Soemantri Brodjonegoro　　 学術局長

（3）  インドネシア側評価委員

Prof. Dr. Yuhara Sukra (Leader)   　 高等教育総局HEDS運営委員会副議長

Dr. Rochim Suratman バンドン工科大学機械工学科

Ir. Tjahajana Adi, M. Sc.      　　　 ガジャマダ大学機械工学科

Prof. Dr. Kamaruddin Abdullah　　　　 ボゴール農科大学副学長

Dr. Moeljarno Djojomartono, M. Eng. ボゴール農科大学大学院農業工学研究科長

（4）  HEDS事務局（Project Management Unit: PMU）

Prof. Dr. Margono Slamet 事務局長

矢追　秀俊　　　　　　　 チーフアドバイザー

三宅　正風　　　　　　　 業務調整員

小谷　　康　　　　　　　　 業務調整員

太田有生夫　　　　　　　 工学教育長期専門家

（5）  在インドネシア日本大使館

加藤　　敬　　　　　　　　 一等書記官

（6）  JICAインドネシア事務所

諏訪　　龍　　　　　　　 所長

米田　一弘　　　　　　　 次長

花里　信彦　　　　　　　 所員

1―5　終了時評価の方法

（1）  目的

合同評価は、延長、再延長を含めて9年間（1990年4月から1999年7月）にわたるプロジェクト実施期

間を対象に、質的データと量的情報を収集する調査が実施された。評価では評価5項目（目標達成

度、実施の効率性、効果、計画の妥当性、自立発展の見通し）のうち、特に、以下の各項目に重点が

置かれた。

①　プロジェクトの資源配分、活動の効率性、妥当性に特に注意を払い、プロジェクトの目標達

成度、波及効果を評価する。

②　プロジェクトの目標と上位目標の達成を阻む要因があれば、それを解明する。
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③　プロジェクトの自立発展性を評価する。

④　将来、プロジェクトの上位目標が達成されるために必要な行動について、提言を作成する。

（2）  合同評価チーム

評価にあたっては、日本側とインドネシア側、それぞれ同数の評価委員を出して合同評価チーム

を結成し、各担当部門ごとにペアになって評価を行った。

評価チームの構成は以下のとおりである。

［インドネシア側］：高等教育総局（DGHE）指名メンバー

Prof. Dr. Yuhara Sukra (Leader) DGHE/Vice Chairman of HEDS/DGHE Steering
Committee

Dr. Rochim Suratman Mechanical Engineering Department, Institute
of Technology Bandung

Ir. Tjahjana Adi, M. Sc. Mechanical Engineering Department, Gadjah Mada
University

Prof. Dr. Kamaruddin Abdullah Vice Rector for Planning and Development, Bogor
Institute of Agriculture

Dr. Moeljarno Djojomartono, M. Eng. Head of Agricultural Engineering Program of Study,
 Graduate Program, Bogor Institute of Agriculture

　［日本側］

　　堤　　和男（団長）　　　 豊橋技術科学大学副学長

　　入澤　壽逸　　　　　　　 長岡技術科学大学工学部教授

　　高木　茂孝　　　　　　　 東京工業大学電子物理工学科助教授

　　池田　修一　　　　　　　 国際協力事業団社会開発協力部

社会開発協力第一課課長代理

　　湊　　直信　　　　　　　 （財）国際開発高等教育機構事業部次長

（3）  評価手法

合同評価チームは、プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）を評価に用いることに合意し

た。PDMにおける上位目標、プロジェクト目標、成果の指標を基本に、評価が実施された。

①　評価期間：1998年12月9日～12月19日

②　手法

プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）評価モデルが使用された。このモデルは評価

5項目、評価サマリー、横断的視点の3要素からなっている。このため、以下の収集された必要

データを用いた。

a）　予備調査チーム（岡田尚美、濱田真由美、吉岡和子；1998年8月4日から29日までJICAから

派遣された）により収集された11対象大学（UNSRI、 UNAND、 UISU、UNSYIAH、UHN、

UNLAM、USU、UDA、UMA、UNILA、UNTAN）（注）とプロジェクト・マネージメント・ユ
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ニット（PMU）に関する情報、データ。

b）　予備調査チームが効率性、目標達成度、効果、妥当性、自立発展性に焦点を当てて調査し

た4対象大学（USU、UISU、UNLAM、UNSYIAH）のインタビュー結果。

c）　PMUが用意した1990年から1998年までの評価報告書、調査報告書を含む必要書類、情報、

データ。

収集された情報、データをもとに、合同評価チームは目標達成度、効果、遭遇したまたは未

解決の問題、自立発展性確保の条件、プロジェクト終了後に考えられる将来の活動に関する提

言について検討した。評価は評価5項目（目標達成度、実施の効率性、効果、計画の妥当性、自

立発展の見通し）の観点から分析された。

　（注）　プロジェクトの対象11大学

　　1. Syiah Kuala University (UNSYIAH－Banda Acch) ：シア・クアラ大学

　　2. North Sumatra University (USU－Medan) ：北スマトラ大学

　　3. Islamic University of North Sumatra (UISU－Medan)　 ：私立北スマトラ・イスラム大学

　　4. Medan Area Univesity (UMA－Medan) ：私立メダン・エリア大学

　　5. Darma Agung University (UDA－Medan) ：私立ダルマ・アグン大学

　　6. HKBP Nommensen University (UHN－Medan) ：私立ノメンセン大学

　　7. Andalas University (UNAND－Pedang) ：アンダラス大学

　　8. Sriwijaya University (UNSRI－Palembang) ：スリヴィジャヤ大学

　　9. Lampung University (UNILA－Lampung) ：ランポン大学

　  10. Lambung Mangkurat University (UNLAM－Banjarmasin) ：ランブン・マンクラート大学

　  11. Tanjungpura University (UNTAN－Pontianak) ：タンジュンプラ大学
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第2章　要約

本終了時評価調査団は、インドネシア側メンバーと合同評価チームを形成して、インドネシア高等

教育開発計画（HEDS）プロジェクトの評価にあたった。評価は評価5項目（目標達成度、実施の効率性、

効果、計画の妥当性、自立発展の見通し）に沿って厳正に行われた。その結果、HEDSプロジェクトは

教育プロジェクトとして最も成功したモデルプロジェクトといえる、との結論に達した。合同評価調

査チームは、これらの評価結果を最終評価報告書を取りまとめて署名を取り交わし、日本・インドネ

シアそれぞれの政府関係機関に提出するとともに、以下の最終結論を報告した。

《本プロジェクトの成果から判断して、プロジェクトの規模をあまり変えずに協力を延長

すれば、さらに大きな成果があがることが予想される。特に研究活動、対象大学のネット

ワーク形成および企業との共同研究には優れた成果が期待される。これらの成果は教育プロ

ジェクトとしては最終的な目標であり、その実現が望まれる。一方、たとえスケールダウン

しても、国家開発企画庁（BAPPENAS）の予算が充当されるような適切なフォローアップ協力

を行えば、現在の活動の重要な部分はカバーでき、また、さらなる協力を検討するうえの架

け橋になるであろう。

本プロジェクトはJICA教育プロジェクトの範となる優れた成果をあげており、そのインパ

クトも大きいので、終了の可否を判断する際に留意すべき点である》

プロジェクトの主たる活動である学位取得プログラム（Degree Program）は、インドネシア政府の教

育政策の一環としての施策「工学系高等教育機関の教官の50％以上は修士号以上の高位学位を持つ必要

がある」に対応すべく計画されたものである。このプログラムにより1998年10月現在、227名が修士号

を、1名が博士号を取得し、現在もホスト大学で修学中の教官も考慮すると、11対象大学全体として、

50％近い教官が高位学位保持者になる。その半分はHEDSプロジェクトによるもので、プロジェクト

の大きな成果である。プロジェクト開始前の高位学位保持者はわずか17％であった。

工学においては理論と実践は表裏一体の関係であるため、工学部の教育の質は教官の研究活動に大

きく依存する。本プロジェクトでは無償資金協力およびプロジェクト方式技術協力による援助のほ

か、各対象大学にコアラボラトリーが設置されて研究推進のための機材供与が行われた。訓練を受け

た技官の不足や運転経費の不足による困難はあるものの、研究室の運営状況はよくなり、比較的活発

に活動している。特に、高位学位取得後に日本研修を受けた教官は、研究活動が積極的になってい

る。セミナーおよびワークショップへの参加を通しても研究活動は促進され、また教官間のネット

ワーク形成にも役立っている。

自己開発プロジェクト研究助成（Self Development Project Funding:SDPF）プログラムは研究活動に非

常に有効であり、また競争ベースであるため、教官への大きな刺激となっている。コアラボラトリー

の有効利用もSDPFにより促進され、SDPFに関連した日本人研究者とのペア研究システムも研究活動
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の連続性に効果的である。

対象大学において今や多くの教官が大学における研究の重要性を自覚しはじめ、研究の申請、遂

行、結果の発表への理解を深めてきており、若手教官あるいは学生に好影響を与えている。

テキストの開発は教育の質の向上と維持には不可欠だが、この点では予定が遅れている。

大学の管理運営改善のために、大学執行部の日本研修あるいは管理システムのコンピューター化が

行われた。また、運営管理向上運動（Total Quality Management: TQM）システムが提唱され、大学の管

理に自立性の確立が重要であることが指摘された。

1997年から始まったインドネシアの経済危機は、プロジェクト終期の活動に大きな影響を及ぼして

いる。特に、インドネシア側政府予算の欠如による研究活動への影響、対象大学卒業生の就職難など

に深刻な影響がある。このような危機による外部条件の変化は、プロジェクト開始時には予期されて

いなかったので、残されたプロジェクト期間に対応策を考える必要がある。

高等教育の質を維持するためのインドネシア政府の10カ年計画 「Third Long Term Guidelines of Higher

Education Development （1996～2005）」は、高等教育の質、自治、責任説明、アクレディテーションお

よび評価を基本にしているが、その策定にあたり、HEDSプロジェクトの活動および成果が寄与して

いることは注目すべきである。

HEDSプロジェクトを結論づける特色としては、研究実施を助成するための予算を日本・インドネ

シア双方の分担（1対3）でプロジェクトに組み入れたことである。高等教育機関の教官にとって、その

教育の能力と質を向上させるために研究活動は不可欠であり、このようなスキームをプロジェクトに

取り入れたことが、本プロジェクトの成功の大きな一因となっている。

日本・インドネシア合同評価の際に、教育プロジェクトにおいて具備すべき特性が大いに議論され

た。Degree Programはもちろん本プロジェクトの根幹をなすべきであるが、プロジェクトの成果を自

立発展させるためには十分ではない。研究活動へのイニシエーションおよびその推進が、教官の自立

の重要な因子である。その点を考慮すると、プロジェクトは今、第2の出発点に置かれている。
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第3章　プロジェクトの評価
3―1　効率性

　3―1―1　プロジェクトの運営システム

（1）  PMUのプロジェクト実施方針

プロジェクトの管理、運営の観点から、Project Management Unit (PMU)は、プロジェクトを適

切に実施し、目標を達成するために、大きな役割を果たしてきた。PMUのプロジェクト実施方針

とは

①　PMUが効率的、効果的にプロジェクトの管理、運営の役割を果たすこと

②　対象大学に機能的なサポートを行うこと

③　日々のプロジェクト実施に対して奉仕の精神で望むこと

である。

　（2）  プロジェクトの運営組織

高等教育開発計画（HEDS）プロジェクトの運営組織として、PMUは、1990年にプロジェクトが

開始された時点から、高等教育総局（GDME）によって正式に認可されている。また同時期に3つの

運営委員会（Joint Steering Committee 1つと2つのTechnical Steering Committee）も設置された。各対

象大学においては、Local Project Implementation Unit（LPIU）がPMUと対象大学との連絡を取るた

めに設置されている。

　（3）  プロジェクトの実施組織

1990年5月以来、PMUは、実施管理者であるMargono Slamet教授を長としてジャカルタにおいて

プロジェクトの実施に不可欠な役割を果たしてきた。またメダンの北スマトラ大学のキャンパス

には、1991年8月にPMUの支部を設置した。メダン支部の役割はメダン地域におけるプロジェク

トの管理運営を含む学術的な問題に取り組むことである。ジャカルタのPMUはインドネシア政府

とUSAID、JICAから派遣された3チームにより構成され、メダン支部はUSAIDとJICAの2チームか

らなる（図1参照）。

　（4）  DIEECとワーキンググループ

1991年にDevelopment and Improvement of Engineering Education Committee （DIEEC）がジャカル

タのPMU内に設置された。また、DIEECのもとでよりよいプロジェクトの管理、運営を行うため

のワーキンググループが組織された。DIEECは、PMUによってプロジェクトを実行していくため

の頭脳組織であり、ワーキンググループは実施組織である。DIEECとワーキンググループはとも

に、プロジェクトの活動を改善するために、実施形態の修正、諸問題の解決のための方策、新規

活動の提案を行う、組織内コンサルタントである。

　（5）  学部長会議と学長会議

PMU内部組織に加えて、学部長会議と学長会議が、プロジェクト実施のために重要な役割を果
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官が上位学位を取得することになる。この数値は対象大学の全教官数の22％に相当する。

現在、対象大学ではHEDSプロジェクトとは無関係に288名の教官が修士または博士の学位を有し

ており、この数値をあわせると対象大学において、修士または博士の学位を有する教官が553名とな

る。さらに対象大学には、現在1187名の教官がおり、この数が将来においても変わらないと仮定す

れば、47％の教官が上位学位を有することになる。この数値はインドネシアの上位大学の上位学位

取得者の割合に匹敵する。

さらにHEDSプロジェクト以外にも、たとえばアジア開発銀行などの奨学金による上位学位取得

者の増加も期待することができる。したがって、インドネシア政府の目標は21世紀初頭にも達成さ

れるものと予想される。ただし、UISUは25名の教官をバンドン工科大学に送ったが、そのうちの5

名が学位を取得せずに退学している。これは対象大学の平均退学率の約2倍である。UISUでは、17

名の上位学位取得者しかおらず、現在修学中の教官は4名である。したがって、たとえこの4名が全

員上位学位を取得したとしてもUISUにおける上位学位取得者は20％に達するだけである。なお、21

世紀初頭にインドネシア政府が掲げた目標が達成されるという予想は、1997年7月27日から8月3日に

かけて行われた計画打合せ調査の報告と一致する。

以上の結果をまとめたものが表1である。HEDSプロジェクトによって修士の学位の取得者はほぼ

倍増したものの、上述したようにHEDSプロジェクトによって博士の学位を得た者は現在まで1名だ

けである。これは対象大学では61名の者が博士の学位を有していることに比べると、きわめて低い

値である。しかしながら、8名の教官が修士の学位取得後に博士の学位を取得するため日本の大学に

入学したことは、研究への興味の芽生えと受け取ることができる。

3―1―3　コアラボラトリーの活用

HEDSプロジェクト開始以前において、対象大学の設備や装置の質はきわめて低く、近隣諸国と

比べても実験環境は見劣りするものであった。これに対して、HEDSプロジェクトでは、無償供与

により実験設備や装置を提供し、学部教育や研究活動のための実験環境の充実を行ってきた。

教官 上位学位
取得入学 退学者

学位取得者
修学中

学位取得見込み

修士 博士 修士＋博士 修士＋博士

HEDSプロジェクト － 298 28 227 1 228
（19％） 42 265

（26％）

HEDS以外 － － － 228 60 288
（24％） － 288

（21％）

計 1187 － － 455 61 506
（43％） － 553

（47％）

表1　学位取得状況（対象大学の修士号・博士号保持者数）
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これらの無償供与に加えて、1992年度から、特に教官の研究能力の向上を目的として、コアラボ

ラトリーが対象大学にそれぞれ導入された。対象大学のそれぞれのコアラボラトリーは、大学から

の要求に応じて設立され、それぞれ独自の研究目的を持っている。ディジタル制御コアラボラト

リーがUNSRI、UMA、UNTANに設立され、生産工学コアラボラトリーがUNAND、UDA、

UNSYIAHに、鋳造工学コアラボラトリーがUISUに、材料および構造試験コアラボラトリーが

UNILAに、土壌工学コアラボラトリーがUNLAMに、人間工学コアラボラトリーがUSUに、道路工

学コアラボラトリーがUNILAにそれぞれ設立された。それぞれのコアラボラトリー設立に要した費

用は表2に示す。

表3に示すように、ほとんどすべてのコアラボラトリーがおおむね順調に機能している。それぞれ

のコアラボラトリーが抱えている問題点を1995年の調査結果と今回の調査結果とに分けて表4に示

す。1995年時点に抱えていたいくつかの問題点は解決されているものの、新たな問題点も発生して

いる。これらの問題は、それぞれのコアラボラトリーの環境や研究目的の特異性のため、多岐にわ

たっている。

コアラボラトリーの設立の目的は、対象大学の教官の研究活動を通じて、教育レベルを向上させ

ることである。表5には、それぞれのコアラボラトリーの利用状況が示されている。この表をみると

学生の論文作成や自己開発プロジェクト基金（Self Development Project Funding: SDPF）以外の研究の

ための使用が、1995年時点と比較して増加している。これは、コアラボラトリーを周辺企業との共

同研究に利用しているためと推測される。企業との共同研究は、研究活動を活性化させるだけでな

く、企業からの資金援助によるコアラボラトリーの自立を促すことから、重要と考えられる。今

後、コアラボラトリーと周辺企業との適性を調べ、コアラボラトリーの運営方法を改善していくこ

とが望ましい。

Univ． UNSRI UNAND UISU UNSYIAH UHN UNLAN USU UDA UMA UNILA UNTAN

Cost 398 737 776 737 404 603 353 737 393 640 353

表2　コアラボラトリー設立コスト　
（単位：100万ルピア）
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大学 コアラボ
ラトリー 状況 F／Y 建物 水道 電気 主任 技官 業務日誌 その他

UNSRI Digital
Control

Equipment
Already
arrived

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ 　× ◯ －

1998 － － － － － ◯ －

UNAND Product.
Tech.

Aleady
Functioning

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ －

1998 － － － － － ◯ －

UISU Foundry Already
Functioning

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ 　× ◯ －

1998 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

UNSYIAH Product.
Tech.

Already
Functioning

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ －

1998 ◯ 　× ◯ ◯ ◯ ◯ 　×

UHN Material
Str. Test

Already
Functioning

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 　× －

1998 ◯ ◯ ◯ ◯ 　× ◯ ◯

UNLAM Soil
Mechanic

Equipment
Already
arrived

1995 ◯ 　× 　× 　× 　× 　× －

1998 ◯ ◯ ◯ ◯ 　× 　× 　×

USU Human
Factor

Already
Functioning

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ 　× 　× －

1998 ◯ ◯ ◯ ◯ 　× 　× ◯

UDA Product.
Tech.

Already
Functioning

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ －

1998 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

UMA Digital
Control

Already
Functioning

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ 　× ◯ －

1998 ◯ ◯ ◯ ◯ 　× ◯ －

UNILA Highway
Eng.

Already
Functioning

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ 　× 　× －

1998 ◯ ◯ 　× ◯ 　× ◯ －

UNTAN Digital
Control

Already
Functioning

1995 ◯ ◯ ◯ ◯ △ ◯ －

1998 － － － － － ◯ －

表3　コアラボラトリーの活動・管理状況
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対象大学 問題点

UNSRI

1995 1.Technician 　2.Expert 　3.Budget

1998
1.Training for using some equipments
2.Curriculum for digital control.(Sub department)
3.Basic short course digital control for teaching staff with Lectures from Japan
4.Pentium mother board

UNAND
1995

1998

UISU
1995 The Head of Core Lab. is junior and his education S1

1998 Budget to operate core Laboratory very expensive

UNSYIAH
1995 Optimization in production time

1998 Production cost (REAL)

UHN
1995

1998

UNLAM

1995 Electricity, water, Technician

1998
1.Technicians
2.There are two labs which function similarly
1) Core Lab.(Soil Mechanics)
2) Soil Mechanics Lab. belonging to the faculty

USU

1995

1998 1.No skill technician
2.Some of the equipment accessories are not complete

UDA
1995 Very important to get Macro Programming by short course in MC 520 Core Laboratory

1998

UMA

1995 1.Budget of maintenance　2.Technician　3.Expert in laboratory (to get training speciality)

1998 We need to make relation with another institution, for example from ITB or JICA's experts from
Japan who'll give some input and new information to achieve our laboratory

UNILA
1995 1.We don't have any teaching staff expertise in highway eng. field

2.The budget for maintenance from government too small

1998

UNTAN

1995

1.The newly assigned technicians, who have not been available due to initial administration
training, need technical training to effectively maintain the Core Laboratory, considering the
present knowledge. However, the possibility of providing such a training is very low
2.The roof leaks badly because the building is very old. Because of this, the equipment in the
Core Laboratory was about to be damaged the other day. The faculty has been requesting cost for
repairing the roof of the Lab. to the university, but it has not been given any money as of today
3.Maintenance cost is always a serious and head－aching problem. There is very low possibility
that the faculty can secure maintenance cost for the Core Lab.

1998
1.Qualified technician is not available
2.Old building
3.Maintenance cost

表4　コアラボラトリーの諸問題
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大学
学生 スタッフ研究

学科関係 論文 SDPF その他

UNSRI
1995 1　　　 2 0 0

1998 2 5 1　　　 0

UNAND
1995 4 0 4 1　　　

1998 3 0 1　　　 4

UISU
1995 3 0 5 1　　　

1998 3 1　　　 4 3

UNSYIAH
1995 3 0 4 0

1998 0 4 2 2

UHN
1995 1　　　 0 0 0

1998 0 0 0 0

UNLAM
1995 0 0 0 0

1998 0 8 2 0

USU
1995 0 0 0 0

1998 2 0 0 7

UDA
1995 2 0 1　　　 0

1998 3 － 0 5

UMA
1995 0 0 3 0

1998 3 0 2 0

UNILA
1995 0 0 0 0

1998 1　　　 0 3 5

UNTAN
1995 3 0 2 1　　　

1998 － 18 3 2

TOTAL
1995 17 2 19 3

1998 17 36 18 28

表5　コアラボラトリーの利用状況
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3―1―4　研究活動の強化

SDPFは、1991年度から対象大学の教官の研究能力強化を目的として導入された。SDPFは競争原

理に基づく研究費である。1995年度から若手教官の研究活動を活性化するために、カテゴリーをA、

B、Cの3種類に分けて応募させることとした。カテゴリーAやBでは、SDPFによる研究成果の報告

書を英語で書くことが義務づけられているが、カテゴリーCでは、インドネシア語で書くことも許

されており、若手教官がしばしば遭遇する言葉の問題に配慮している。採択された研究の予算を表

6に示す。1998年度のカテゴリーCの予算は、インドネシアの経済危機を考慮し、350万ルピアから

500万ルピアに引き上げられている。また1998年度は1999年7月末でHEDSプログラムが終了するの

で、複数年計画研究であるカテゴリーAとBは募集していない。

表7に示すように、1998年度を除き、ここ数年の応募数は約200件となっている。1998年度は、カ

テゴリーAとBの募集がなかったため、応募数が200件を下回っている。

1992年度から対象大学の教官の発表技術の向上を目的として、SDPFセミナーが企画され、SDPF

による研究成果や日本研修の成果が毎年発表されている。発表状況は表8に示すとおりである。

一方Non―Degree Programとは、対象大学の教官の研究活動に関連したプログラムの1つである。当

初、このプログラムにより学長や学部長などの大学管理者が日本を訪れていたが、派遣対象者は

徐々に変化してきている。この理由の1つは、Pair Research Teaching Staff Programの導入のためであ

る。Pair Research Teaching Staff Programとは、SDPFと短期専門家派遣、Non―Degree Programを組み

合わせたプログラムである。SDPFを受けた者は、短期専門家の1人をアドバイザーに選び、そのア

ドバイザーを訪問するということが条件となっている。

1990年度から1998年度におけるNon―Degree Programの派遣対象者の変化をまとめた結果を表9に示

す。近年、特にDegree Program修了者やSDPFのリーダー、Pair Research Teaching Staff Programの参

加者の増加が目立っている。この傾向は、Non―Degree Programが教官の研究能力向上のために活用

されはじめたことを示している。

コアラボラトリーセミナーは、コアラボラトリーの最新の設備を扱うための能力向上のために計

画された。1992年度から1998年度までのコアラボラトリーセミナーの実施状況は表10のとおりであ

る。

SDPFやNon―Degree Program、SDPFセミナー、コアラボラトリーセミナーによる対象大学教官の

研究能力に対する効果が表11に示されている。ほぼ着実に学術誌への掲載論文数が増加している。

ただし、1998年度は、8月までに集められたデータに基づいている。

掲載論文数の増加とは逆に表12、表13に示すように、大学独自の研究費（SPP）や高等教育総局か

らの研究費の数は近年増加していない。SPPは授業料から捻出される研究費であるが、高等教育総

局からの研究費はインドネシア全大学を対象とした競争原理に基づく研究費である。このことに基

づき、表13から推測されることは、対象大学の教官の研究能力が頭打ちになっていることである。
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研究能力は、上位学位取得者数、特に博士の学位取得者数と関係していると考えられる。対象大

学の博士号取得者数は、1998年において、わずか61名である。博士号取得者数がもっと増加すれば

対象大学の教官の研究活動も盛んになり、研究レベルが向上し、インドネシアの上位大学のレベル

に近づくことが期待される。

周辺企業などからの研究依頼を表14に示す。近年増加傾向がみられるが、これは、1991年からの

修士号取得者数の増加とコアラボラトリーの設置によるところが大きいと考えられる。

年度 1991～1994 1995～1997 1998 Remarks

予算 3.5

A　11.0*　　 A　－ *excluding cost for equipment

B　 5.6*　　 B　－

C　 3.5　　　 C　5.0

表6　SDPFの研究1件当たりの予算規模
（単位：100万ルピア）

年度 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

応募 34 88 183 212

224 214 202 164

A： 21　
A/B： 0　
B：　35　
C： 168　

A：　16　
A/B： 14　
B： 21　
C： 163　

A： 45　
A/B： 8　
B： 34　
C： 115　

A：　 0　
A/B： 0　
B：　 0　
C： 164　

支給 28 48 84 99

89 82 86 77

A：　　9　

B：　11　

C：　69　

A：　　9　

B：　10　

C：　63　

A：　19　

B：　　7　

C：　63　

A：　　8　

B：　　3　

C：　66　

表7　SDPFの応募数および採択数（1991～1998）

SDPFセミナー SDPF論文数 日本研修報告書数

1992 21（SDPF Research'91） 7

1993 21（SDPF Research'92） 1

1994 21（SDPF Research'93） 12

1995 21（SDPF Research'94） 20

1996 21（SDPF Research'95） 22

1997 21（SDPF Research'96） 12

表8　SDPFセミナーの研究発表状況
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年度
UNSRI UNAND UISU UNSYIAH UHN UNLAM USU UDA UMA UNILA UNTAN 計

J S J S J S J S J S J S J S J S J S J S J S

1994* 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

1995 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 4 0 0 0 0 0 0 0 0 20

1996 9 6 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 9 6 0 0 0 0 0 0 0 0 31

1997 24 6 0 0 9 9 0 2 0 0 0 0 2 2 1 0 0 0 9 0 0 0 64

1998 19 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 23

TOTAL 66 12 0 1 9 9 0 3 0 0 0 0 16 13 3 0 0 0 9 0 0 0 141

　　　*No figures between 1990 and 1994 are presented by any target university.

年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

Admi 3 10

A＆M 18 3 5 1

Senior TS 10 5 7

Core Lab. 11 2 2 2

D.P. Graduate 9 23 28 21 11 12 5

SDPF Leader 5 3 2

Pair Research 2 11 9

Total 21 23 30 30 30 23 18 29 16

表9　Non-Degree Program 派遣対象者の変化

年度 回数

1991 2

1992 2

1993 9

1994 12

1995 7

1996 13

1997 9

Total 54

表10　コアラボラトリーセミナー開催数

表11　コアラボラトリーセミナーの効果（論文・研究発表数）
J＝国内/国際ジャーナル
S＝国内/国際セミナー　
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年　度 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 計

UNSRI 4 7 9 12 0 0 24 0 0 56

UNAND 0 0 0 0 0 0 0 4 2 6

UISU 2 2 0 2 1 0 0 0 0 7

UNSYIAH 0 0 14 3 3 0 0 14 10 44

UHN 2 0 3 1 5 0 0 0 0 11

UNLAN 7 6 7 5 0 0 1 5 8 39

USU 0 0 0 0 0 0 0 7 7 14

UDA 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

UMA 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2

UNILA 3 2 2 3 2 0 3 0 1 16

UNTAN 3 3 3 3 3 0 3 5 5 28

Total 21 20 38 29 14 0 31 36 34 223

表12　コアラボラトリー・セミナー開催数

年　度 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 計

UNSRI 3 6 13 15 0 0 0 35 9 81

UNAND 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

UISU 0 0 2 0 1 0 0 4 2 9

UNSYIAH 14 4 7 7 9 0 11 4 12 68

UHN 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

UNLAN 0 2 3 0 3 3 6 9 1 27

USU 4 4 4 3 2 0 0 2 4 23

UDA 0 0 0 0 0 0 6 0 0 6

UMA 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

UNILA 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4

UNTAN 0 0 0 0 0 2 0 3 2 7

Total 21 16 29 25 15 5 23 57 34 225

年　度 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 計

UNSRI 0 0 1 2 4 8 3 0 0 18

UNAND 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

UISU 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1

UNSYIAH 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2

UHN 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

UNLAN 0 0 0 2 2 1 2 0 0 7

USU 0 0 0 0 0 0 3 1 0 4

UDA 0 0 0 0 0 0 0 5 6 11

UMA 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

UNILA 0 0 0 1 0 3 3 0 7 14

UNTAN 0 0 0 0 0 0 0 3 1 4

Total 0 0 1 5 7 12 12 10 14 61

表13　DGHEの研究費による研究

表14　周辺企業からの研究依頼
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3―1―5　学部運営の改善

学部運営の改善のため、学部長に対する日本研修（1990～1992年）、学長会議、学部長会議、学部

運営のためのセミナーが行われるとともに、コンピューター化および電子メールシステムが導入さ

れた。

1994年度に管理用のコンピューターが全対象大学に導入され、データベースの構築とともに学部

運営管理に利用されている。1995年度にPMU事務局に電子メールシステムが導入され、現在では全

対象大学が利用している。

1993年に発足した運営管理向上運動（Total Quality Management: TQM）セミナーは大学の管理運営

の改善に大いに貢献した。TQMの実行は対象大学の教官に多大なよい影響を与えているが、教育、

研究などに対しては十分といえず、作業部会や短期研修を通して、今後とも維持されるべきであ

る。

情報伝達システム（Management Information System: MIS）は教育の向上に対して十分に機能してい

るとはいえず、このシステムのさらなる発展および維持が必要である。そのためには、必要ならば

ソフト、ハードとともに装置一式を対象大学に供与する必要がある。

これまでに開催された、学長会議、学部長会議および学部運営のためのセミナーを以下にまとめ

る。

　（1）  学長会議

目　的：西インドネシア20大学の管理運営の向上

参加者：20大学の学長、JICAおよびUSAIDの専門家など

議　題：前年度の達成事項および次年度の改善計画

　（2）  学部長会議

目　的：迅速かつ円滑なプロジェクトの実行

参加者：20大学の学部長、事務局長、JICAおよびUSAIDの専門家など

議　題：前年度の達成事項および次年度の改善計画

年度 90 91 92 93 94 95 96 97 98 計

回数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9

表15　学長会議年次開催実績

年度 90 91 92 93 94 95 96 97 98 計

回数 2 2 2 2 2 1 2 2 1 16

表16　学部長会議年次開催実績
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　（3）  管理運営に関するセミナー

内　容：組織

参加者：学長、副学長、学科長など

3―1―6　教材の開発

テキストなど優れた学部教育教材の開発がきわめて重要であることは、本プロジェクトの協力開

始時（1990年）から認識されていた。そこで、JICA計画打合せ調査団および巡回指導調査団の指導助

言に基づき、世界的に優良図書として認められている英語で既述された教科書のインドネシア語へ

の翻訳およびその使用が計画された。

1994年、北スマトラ州ブラスタギで開催されたHEDSプロジェクト教育開発改善委員会作業部会

において本件課題への取り組みがなされ、翻訳に対する戦略、翻訳者、翻訳すべき教科書のタイト

ルなどが議論された。その結果、1996年4月をめどに、11冊の教科書名と1冊につき3名の翻訳者が決

定され、実行に移された。

しかし、目標とした1996年4月はいうに及ばず、1998年12月の現時点においても1タイトルを除い

て完訳できていない。カリマンタン島、スマトラ島にまたがる3対象大学の3名で1タイトルを翻訳す

るところに問題があったと思われる。

教科書の翻訳以外の教材開発を表18に示す。

年度 90 91 92 93 94 95 96 97 98 計

回数 N/A N/A N/A 2 3 2 4 2 0 N/A

表17　管理運営セミナー年次開催実績

90 91 92 93 94 95 96 97 98 計

議事録 0 1 7 11 22 26 10 10 87

実験　　
ﾏ ﾆ ｭ ｱ ﾙ 0 0 0 0 8 22 4 3 37

安全　　
ﾏ ﾆ ｭ ｱ ﾙ 0 0 0 12 14 0 8 0 34

会議録 0 0 1 2 1 2 0 3 9

その他 5 0 0 0 0 0 1 0 6

計 5 1 8 25 45 50 23 16 173

表18　年次別出版数
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3―1―7　人的ネットワークの構築

教官間の国内および国際的な研究ネットワークは、各種の会議やセミナーを通して形成されてい

る。これらの活動のうち代表的なものとして、コアラボラトリーグループ会議、SDPFセミナー、工

学部教官セミナー、作業部会会議、メダン学術委員会、ASEAN高等教育国際ネットワークセミナー

およびSHE―Net、IHE―Net Indonesiaと呼ばれる新しいネットワーク活動がある。

これまでのところ、各プログラムはうまく機能している。しかし、ネットワークの活動を今後と

も維持していくためにはPMUに代わる組織が必要である。

本プロジェクト期間中に実行された活動を項目別に以下に要約する。

　（1）  コアラボラトリーグループ会議

目　的：メダン地域のコアラボラトリーの利用促進

参加者：メダン地域の対象大学の学部長、副学部長、コアラボラトリー長、教官

主活動：鋳造、ディジタル制御、生産工学分野の研究会の開催

　（2）  SDPFセミナー

目　的：SDPFによる研究結果の発表の機会を提供

参加者：前年度のSDPF受領者および日本研修者

主活動：研究成果の発表

年 鋳造 ディジタル 生産 計

開催日数 93 0 5 3 8

94 3 2 2 7

95 1　　　 2 2 5

96 1　　　 2 2 5

97 2 2 3 7

参加者数 98 0 0 0 0

93 N/A N/A 30 30

94 N/A N/A N/A N/A

95 21 55 51 127

96 16 40 67 123

97 35 37 57 129

98 0 0 0 0

表20　コアラボラトリーグループ会議
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　（3）  工学部教官セミナー

目　的：SDPFによる研究成果発表の機会を提供

参加者：工学部教官

主活動：研究成果の発表

　(4）  作業グループ会議

目　的：対象大学における教育研究の改善法の指導

参加者：対象大学の学科長、ラボラトリー長、教官

主活動：研究指導と教育研究の改善のための意見交換

主決議：コアラボラトリープログラム、SDPFプログラム、研究室の活性化

年度 場所 日数 発表者 コメンテータ

第1回 1992 USU 2 33 4

第2回 1993 UNAND 3 51 3

第3回 1994 Batam 3 83 4

第4回 1995 USU 3 137 4

第5回 1996 MAC/PMU 3 97 11

第6回 1997 UNAND 3 89 13

計 490 39

表21　SDPFセミナー

年度 場所 日数 発表者 コメンテータ

第1回 1993 USU 3 64 3（ITB）

第2回 1994 UHN 6 44 N/A

計 108 N/A

表22　工学部教官セミナー

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 計

回数 2 3 3 3 1 1 1 1 0

参加者 N/A N/A N/A 76 25 21 23 23 0 145

表23　作業グループ会議
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　（5）  メダン学術委員会

目　的：種々の分野の研究者、技術者の連携を図り、意見交換、新しい学術的知識、新情報な

どを提供

参加者：すべての研究者、技術者は次の1つ以上のサブ委員会に加盟する

材料および構造力学： 9名

流体力学　　　　　：12名

熱力学　　　　　　：12名

電力工学　　　　　：11名

廃棄物処理　　　　：25名

公害問題　　　　　：12名

交通工学　　　　　：  5名

Ergonomy 　　　　  ： 9名

主活動：外国の学術雑誌の紹介

各分野に関連する基礎専門図書の講読

研究成果の発表

国内外の著名専門家によるセミナー

　（6）  ASEAN高等教育ネットワーク国際セミナー

目　的：国内およびASEAN域内の高等工学教育（HEE）ネットワークの構築

　　　情報ネットワークの確立

　　　研究活動の活性化の推進

参加者：インドネシア、日本、マレイシア、シンガポール、タイ、フィリピン

主活動：実現可能な概念の提案

　　　機能的なネットワーク構造の検証と立証および立上げ

1994 1995 1996 1997 1998

回　数 N/A N/A 5 4 2

参加者 N/A N/A 25 50 10

表24　メダン学術委員会

1994 1995 1996 1997 1998

回　数 N/A N/A 1 1 0

表25　ASEAN高等教育ネットワーク国際セミナー
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　（7）  その他の新ネットワーク活動（SHE―Net, IHE―Net Indonesia）

目　的：種々の研究機関と個人が資源と情報を共有し相互協力を推進

参加者：インドネシア、日本、マレイシア、シンガポール、フィリピン

主活動：セミナーを含む種々のメディアを通した情報の交換および専門家、設備の交換教育、

研究などの相互協力

主成果：教授法および研究能力の向上による工学教育の向上

3―1―8　プロジェクト活動の広報・普及

プロジェクト活動の情報はHEDSニュースレターなどで全対象大学および関連機関に伝えられた。

広報・普及活動の実績を表27に示す。

対象大学とPMUの間の情報伝達はEメールで容易になされている。

1998年6月、HEDSプロジェクトはホームページを立ち上げ、

http//:heds.usu.ac.idで見ることができる。

1994 1995 1996 1997 1998

回　数 N/A N/A 1 2 2

表26　その他のネットワーク活動

出版物 90 91 92 93 94 95 96 97 98 計 出版部数

HEDS
Newsletter

0 9 9 4 3 2 2 2 － 31 N/A

HEDS Calender
Wall Type
DeskType

　1　
　1　
0

　1　
　1　
0

2
　1　
　1　

2
　1　
　1　

2
　1　
　1　

2
　1　
　1　

2
　1　
　1　

　1　
0

　1　

0
0
0

13
7
6

N/A

HEDS Diary
Small Size
Large Size

0
0
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0

2
　1　
　1　

　1　
　1　
0

　1　
　1　
0

0
0
0

－
－
－

4
3

　1　
N/A

Pamphlets 1 1 1 1 0 0 1 0 － 5 N/A

Leaflets N/A 1 1 0 1 0 1 1 － N/A N/A

表27　広報・普及活動実績
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3―2　目標の達成度

「目標達成度（Effectiveness）」はプロジェクトによる成果に関連してプロジェクト目標がどの程度達成

されたかで評価される。したがって、プロジェクト目標が明確である必要がある。

HEDSプロジェクトの目標はプロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）に定義され、「11の対象大

学で工学教育に従事する教官の質を向上させ、質の高い卒業生がスマトラおよびカリマンタン島の工

業の発展に寄与する」ことである。

目標を立証する指標は、①教育の方法、②授業の内容、③学生と教官のコミュニケーション――が

いかに改善されたかである。

これらの指標は高位学位保持教官の数などの統計データ、および学部長、教官、学生などとのイン

タビューの結果を用いて検証可能である。

「工学部教官の50％以上が修士・博士号を有すべし」というインドネシア政府の教育政策を達成する

ために、Degree ProgramがHEDSプロジェクトの最も重要な活動と位置づけられてきた。1998年10月現

在で、227名の教官が修士号を、1名が博士号をこのプログラムにより取得している。現在在学中の教

官数を考慮すると、対象大学の高位学位保持教官の割合は47％になる見込みである。この数値は博士

号保持者数が少ないにしろバンドン工科大学（ITB）やガジャマダ大学（UGM）のそれに近い。47％のう

ち約半数はHEDSプロジェクトによる取得者であり、プロジェクト開始前はわずか17％であった。

高位学位保持教官は学士号のみの保持者に比べて書類の作成にも優れており、自信もあり、授業へ

の出席も頻繁で時間も守ることが、学部長・学科長とのインタビューから明らかになった。学生も高

位学位教官の講義に興味を示している。

上記のDegree Program、Non―Degree Program、コアラボラトリーやSDPF制度による研究活動、およ

び日本研修を通して、教官は先端の知識を会得し、講義材料の改善を行った。以前は講義でカバーす

る範囲は限られていたが、プロジェクトの活動により専門領域の重要部分をカバーできるようになっ

た。最近では教官が幅広いトピックスを紹介して学生に好影響を与えていることを、学生との会合を

通じて学科長が認めている。

日本研修を経験した教官はその研修をきっかけに研究活動が活発になっている。また、日本人教官

との先端的話題についての議論は研究への刺激となり、帰国後も電子メールなどで指導を受けている

ケースもある。日本での研究室の管理システムの会得も教官研修の重要な要素である。プロジェクト

により推進された日本人教官とのペアによる研究システムも、帰国後の研究持続および将来の自立に

とって高く評価されるシステムである。研究を行っている教官への学生の評価は一般に高い。

一方、HEDSプロジェクトの各種活動から得たものは教育よりも研究にのみ有効であった、という

指摘もある。現在は学部のみの講義であり、その基本的部分は変化するものではない、という理由に

よるものだが、これはむしろ例外的な意見である。

最近では多くの教官が研究活動に学生を含めるようになり、その結果、学生は研究のための実験を
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通して工学の実践を学べるようになった。その際にSDPFは大変有効なシステムとなっている。教科書

からは理論のみしか学べないが、研究にかかわる活動に加わることで学生の質も向上している。

学生の在学期間についてはUISUの学部長からのデータがあり、以前は7年ないし8年かかっていたも

のが最近は平均5年となっている。UNSYIAHでの学業平均値（GPA）は1990年が2.5だったのが1998年に

は2.7となった。

最近、インドネシアの全大学で政府とは独立のNational Accreditation Body （NBA）による評価が行わ

れた。それによると、対象大学工学部の多くの分野でBグレード（Med i um）およびCグレード

（Acceptable）を得、A（Excellent）を得たところもあった。しかし、50％以上がD（Unacceptable）であっ

た。評価法および評価基準からみて、この結果は客観的評価といえる。以前の結果がないから比較は

不可能だが、HEDSプロジェクト以前にこの評価が行われたら、対象大学はもっとDグレードが多かっ

たであろう。

プロジェクト目標と成果に関しては、次の4つの外部条件がある。

（1）  対象大学の基礎科学に携わる教官の質が向上する。

（2）  プロジェクトの受益者が対象大学にとどまる。

（3）  私企業と大学の給与差が広がらない。

（4）  インドネシア政府が大学の研究活動を支援する。

これらの外部条件は以下の判断からほとんど充足されている。USAIDの支援したHEDSプロジェク

トでは11対象大学を含む20大学の経済学および基礎科学の担当教官の質強化のために、1990年から

1996年まで援助を行い、USAID撤退後はインドネシア政府が継続している。日本研修を行った教官の

うち1998年までに辞職した教官は47名であり、対象大学の平均辞職率が約4％であることから上記（2）

も充足されている。給与差は依然存在するが拡大はしていない。インドネシア政府は教育文化省高等

教育総局を通して種々の財源により、研究活動を支援している。

3―3　効果（インパクト）

効果とはプロジェクトの結果がもたらす予期された、または予期されない、直接的、または間接

的、肯定的、または否定的な効果である。プロジェクトのインパクトは社会にもたらす予想された効

果、予想されない効果の両方を含む。

（1）  予期された肯定的効果

上位目標は「11対象大学の卒業生が、スマトラ、カリマンタンの工業発展に貢献する」である。上

位目標には2つの指標があり、「工業関係分野に就職する卒業生の数が増加する」と「卒業生の勤務能

力が認められている」である。上位目標については、以下のようにある程度の進展がみられた。
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　①　スマトラとカリマンタンの工学産業に多くの対象大学の卒業生が就職した。――工業関係分

野に就職した対象大学の卒業生数の増加は明白である。過去、対象大学の卒業生にとって就職

先の選定、確保はさほど困難ではなかった。しかし、厳しい経済状況のなか、民間企業の新規

採用に対する需要は少なく、近い将来、就職はより困難になる。

　②　スマトラとカリマンタンの工学産業分野の雇用主の対象大学に対するアクセスが増加している。

一般的に、対象大学間で教育の質に差はあるものの、スマトラ、カリマンタンでは対象大学の

卒業生は競争力を維持している。企業によってはすでにこれらの卒業生を雇用して、彼らの技

術や知識に満足しており、勤務能力を高く評価している。メダンでは、従業員の25～30％を対

象大学から採用している企業もある。

　③　プロジェクト目標と上位目標の間に設定されている外部条件は、①インドネシアの経済状況

の安定と②11対象大学のJob Placement Center（JPC）は就職相談や斡旋サービスを学生に提供す

る、である（USAIDの協力部分）。

　　a）　1997年末からの金融危機によりインドネシアの経済状況が悪化したため、外部条件①は満

たされなかった。――1997年7月に起きたタイの金融危機はインドネシアの金融と産業に多大

な影響を与えた。過去、二度の金融危機があった。1997年12月から翌年1月にかけてインドネ

シア・ルピアの対ドルレートは4000から1万2400に、1998年の5月から6月にかけて8000から1

万6000に急落した。食糧、住居、医療、雑貨の物価も1990年レベルと比較して、2～3倍に上

昇した。1998年の予想GDPは前年比マイナス13.1％であり、民間企業が置かれている環境は非

常に厳しい。したがって、企業の新規雇用も減少傾向にあるといえる。

　　b）　JPCは学生に就職に関するサービスを提供するという重要な役割を果たしている。――JPC

はUSAID―HEDSにより設立された。JPCは産業と大学の仲介をして、主要産業に就職先を見

つけるため、また英語能力やコンピューター知識獲得のサービスを提供している。JPCが今も

活発に活動している大学では、学生がよりよい仕事を見つける手助けをしている。しかし、

財政危機のもと、財政支援の欠如により不活発になってきているJPCもみられる。

　④　対象大学へのインパクト――プロジェクトは大学運営、特に、教育、研究、公的サービスの

3要素の統合において積極的な効果をもたらした。運営管理向上運動（TGM）のインパクトを実

際に見いだすには、より多くの実例が必要であるが、少なくともこの手法を使い、対象大学は

組織・制度づくりのため、教育文化省高等教育総局（DGHE）から、Development of Undergraduate

Education （DUE）、URGEといったさまざまな形で資金協力を得ている。

SDPFプログラムにより、対象大学の学問的環境は変化しており、研究の質も向上している。

教官のなかにはDGHEからの研究費やスカラーシップを得るに十分な能力を持つ者もいる。
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（2）  予期しなかった肯定的効果

　①　他の大学、機関へのインパクト

過去8年間の協力を通じて得られた経験は高等教育に従事している者にとって価値ある学習課程

を作り上げた。他大学も対象大学で実施された活動に参加することにより便宜を得た。11対象大

学と5大学（IKIP MEDAN、IKIP PADANG、UNPAR、UPB、UVAYA）を含む他の国立、私立大学

との相互作用は地域的偏りもあったが、プロジェクトによる研修やセミナーへの参加など、多く

はプラスのインパクトであった。

　②　研究活動に対するインパクト

JICAの行ったHEDSプロジェクトによるSDPFは、その良好な結果により、後にUSAID―HEADS

にも導入された。教官の研究能力の向上により、現地の産業との連携を確立する可能性がもたら

された。実際に、1990年から1998年までに62の研究プログラムが民間企業の要請により実施され

た。

　③　学生へのインパクト

中途退学する学生の数は減少しており、大学院レベルでの研究の継続を望む学生数は増加傾向

にある。教官の研究能力の向上とJPCの活動により特定の産業に就職する機会が拡大した。

　④　社会・文化へのインパクト

地域産業とコアラボラトリーで行われているいくつかの共同研究は、対象大学で収益を得る機

会となっている。コアラボラトリーは外部者のためのワークショップやセミナーに使用されてい

る。すでにコンサルタントとして、民間企業の実施する調査に参加している教官もいる。建設会

社向けに鋳造用コンクリートブロックや自動車会社向けシリンダーブロックを製造しているコア

ラボラトリーもある。1997年まではHEDSニュースレターが定期発行されていた。1998年以降、

ニュースレターの発行はないが、インターネットでホームページが設置され、HEDSプログラム

の使用者つまり産業、地方自治体、個人から簡単にアクセスを受けることが期待される。もし対

象大学がそれぞれホームページを設立すれば、情報普及により、さらに大きなプラスのインパク

トが期待される。

　⑤　インドネシア政府の高等教育政策へのインパクト

HEDSプロジェクトはTQMの概念を提唱してきた。これは、ニーズを把握し、プロジェクトを

明確に確定することを目的とした手法である。現在、この手法は大学運営の質の向上をめざした

国家プログラムとして普及している。たとえば、DGHEは1996年に高等教育開発に関する長期的

ガイドライン（1996～2005年）を作成し、外部からの融資を得て実施を開始した。ガイドラインの

新しい戦略の背景にはTQMがある。

　⑥　日本の大学との新たな協力

1998年11月、支援大学の1つである豊橋技術科学大学は、同大学教官がUNILAの電気、機械、
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科学学部の設立を支援することを決めた。この合意はプロジェクトの進行中に議論されたもの

で、予期せぬプラスの効果である。さらに、豊橋技術科学大学は、ITB、UGM、UNSYIAHとの交

流プログラムにも署名した。

（3）  マイナスの効果

マイナスの効果はみられなかった。1996年1月の評価報告書によると、「対象大学の教官がITBの

研修プログラムに参加するとき、限られた人材、予算のもとで、代替教官を準備するのが容易では

ない」と述べられている。しかし、現在、この問題はほとんどの大学で解決されている。

3―4　妥当性

妥当性は、必要性や関心の優先度に関連して、プロジェクトを行う理由や目的の適切性、重要性、

価値の程度として定義される。妥当性とは、プロジェクトが地域のニーズや優先度とともに上位目

標、援助国、被援助国の政策に合致しているかどうかを総合的に評価することを意味する。

（1）  プロジェクトと外島の工学分野の開発に優先度を置くインドネシア政府の高等教育政策との一

貫性

5カ年計画（1994/1995～1998/1999）によれば、教育開発における挑戦は、時代、科学、技術の発展

を見越して、国家開発の需要に応えるよう、より発展し独立したインドネシアの国民や社会を作る

ため、いかに国の教育制度を確立するかということである。

第3次長期高等教育開発ガイドライン（1996～2005年）によれば、科学と技術は、新たな課題、商

品、サービス、通信、グローバル社会において非常に速い速度で進む経済活動を生み出す。科学と

技術の理解は工業社会の基盤を開発する手助けとなる。上記の政府の政策によれば、国立、私立大

学の工学教育を受ける学生の割合は、1995年の16％に対し、2000年18％、2005年20％、2020年24％

となる予定である。

このように工学教育を向上させるという政府の戦略はジャワや外島双方の大学に適用されてい

る。現在、科学と技術の分野での人的資源は限られている。この分野において有能な人材を育てる

ために、同様の問題を解決してきた経験を持つ日本の協力は有効である。

（2）  弱者救済政策

第3次長期開発計画プログラムによれば、9年間の義務教育は2003年まで国家予算により優先的に

実施される。インドネシア社会が経済的、政治的危機により打撃を受けたため、インドネシア政府

は食糧、医療、失業対策と同様、初等教育に優先度を置く弱者救済政策を促進している。

（3）  インドネシア政府による大学教官の研究活動促進政策

科学と技術は世界の生物や人々、国の競争を決定する役割を持っている。高等教育における科学

と技術の発展は研究活動により促進されなければならない。
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（4）  地方雇用政策

地方政府は企業が可能な限り地元地域から人材を雇用するように指導している。したがって、地

方大学を強化することは、必要とされる人的資源開発に合致した戦略である。

（5）  プロジェクトと日本の教育分野の援助政策との整合性

現在、JICAは初等、中等教育への支援を開始している。この新たな傾向にもかかわらず、最近、

日本の橋本首相（当時）により宣言されたように、工学分野の高等教育への支援は将来も持続される

ことが期待されている。

1997年12月に開催された日本・ASEAN首脳会議において、橋本首相はASEANでの高等教育を強

化することを目的とした協力の可能性を調査する旨、述べた。JICAはこの発現を現実化するためイ

ンドネシア、マレイシア、フィリピン、シンガポール、ヴィエトナムに調査団を派遣した。調査の

結果、工学は高等教育強化の協力において優先的分野であることが確認されている。

（6）  産業界から地方大学卒業生への需要の増大

工学教育における地方の人材育成は地方産業の需要に合致している。地方産業界は地方の卒業生

を好む傾向が増大している。たとえば、メダンでは民間企業の雇用者の25％から30％は地方大学の

出身者であり、ジャワの大学からの雇用は1％にすぎない。

（7）  スマトラ、カリマンタンの11対象大学の選定

HEDSプロジェクトの対象大学としてスマトラの9大学、カリマンタンの2大学の選択は、これら

の大学が潜在的に工学教官を保持しており、ほかに外部からの協力を得ていないという事実に基づ

いている。加えて、国全体の開発機会の均等化のために、この地域の産業開発への需要が増加して

いる。

（8）  1つのプロジェクトが11対象大学をカバーすることについて

11の対象大学が互いに刺激し合い、教育の向上へ競争心が高まるため、これらの複数の大学を同

時にカバーすることは、意義深い。大学間で情報や人材の交流も始まっている。

（9）  USAIDとJICAのジョイントプロジェクト

PMUは11対象大学の運営を向上させるため、TQMの適用を促進してきた。JICAは必要な設備、機

材の提供、日本での短期研修と同様に、ITB、UGM、スラバヤ工科大学（ITS）での学位取得の機会の

提供により研究環境と文化の創造に協力してきた。一方、USAIDはJPCの設立を開始した。これら

の要素が相まってHEDSプロジェクトの目的達成での成功につながっている。

  （10）  短期専門家の有効活用

HEDSプロジェクトの重要な目的の1つは、対象大学の教官が工学関連学科において研究に対する

動機づけと研究能力の向上をもたらすことである。したがって、それぞれの教官のニーズに合致

し、集中的な指導や研修を与えるために、より多くの短期専門家が必要であった。加えて、11対象

大学はスマトラ、カリマンタンに広く分布していたため、より多くの時間が1校に費やされた。
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   （11）  研究活動の強化

研究活動に従事することによる教官の研究能力の強化は課題への理解を増し、結果として、より

よい教育手法を生み出す。さらに、教官はより優れた研究能力を持ち、研究成果はコース内容や教

科書の内容を高め、最新のものにするために使用されている。

他方、プロジェクトが教育と研究のどちらを支援するかは曖昧である。USAIDは教育能力の向上

をめざしたが、JICAのプロジェクトは研究を重視している。インドネシア側は教育教材や教授法の

改善により教え方の向上を図ってきた。プロジェクトがどの程度、学生の質の向上に貢献したかを

認識することは重要である。

   （12）  学生のニーズ

優れた研究能力を持った教官による新しい情報は、講義への興味や学生が相互に学ぶ関心を引き

出した。自分たちの課題をよく理解した学生は、よりよい就職の機会を得た。したがって、教官の

研究能力増大を重視した戦略は、プロジェクトの上位目標達成の視点から効果的かつ妥当であると

いえる。

他方、学生の調査、研究活動を支援するための図書館の書籍、各種設備、良好な状態の学生用実

験室に対するニーズもみられる。

3―5　自立発展性

自立発展性は、外部の支援がなくなった後にプロジェクトの活動やその便益を維持していくことと

定義される。

（1）  政策的側面

科学技術の急速な発展に対処するために、インドネシア政府は工学教育に高いプライオリティー

を置いている。この政策は、第3次長期高等教育開発計画（KPPTJP：1996～2005年）で明確に示され

ており、工学系と社会科学系の学生の割合を1995年の14％：67％から、2020年に42％：35％の割合

に逆転させることをめざしている。したがって、質の高い大学教官のニーズ増が見込まれている。

高等教育総局（DGHE）は、近年各大学から5年計画の学部教育改善のプロポーザルを競って提出さ

せ、資金を供与するスキーム（Development of Undergraduate Education: DUE）を実施している。日本

政府とインドネシア政府がHEDSを通じこれまで行ってきた対象大学への投資によって、11の対象

大学の学術的・経営的能力は飛躍的に向上し、前述のDUEのような大学助成金を獲得できるまでに

研究能力、大学運営能力が向上してきている。またDGHEが提供する大学への資金協力プログラム

のうち、工学系の研究開発活動に利用される割合は平均70％から平均90％に向上している。

1997年12月に開催された日本・ASEAN首脳会談において橋本首相（当時）は、日本政府が高等教育

強化への協力を増加させる旨を表明した。橋本首相の発言を受けて派遣された高等教育強化にかか

る基礎調査団は、ASEANの高等教育への協力のうち工学分野を優先分野とすべきことを確認した。
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地方政府は、近年地元大学の卒業生の採用を優先することを民間企業に義務づける規制を課して

いる。

（2）  技術的側面

本プロジェクトによってカバーされた工学分野は下記のとおりである。

・機械工学

・土木工学

・電気・電子工学

・化学工学

・産業工学

これらの分野は、グローバリゼーションが進む時代にあって各国が競争力をつけるために必要と

される基礎的な知識である。これらの基礎的な知識や能力は、対象11大学が現在の経済危機から立

ち直るために必要な適正技術の開発を行う際にも応用できるものである。学位取得プログラム、短

期研修プログラム（インドネシア国内または日本での研修）、SDPF（研究助成）やコアラボラトリーの

設置といったプロジェクト活動は、研究能力向上とともに、対象大学の教官の研究活動へのモチ

ベーションを高めた。したがって、プロジェクト終了後も十分な資金さえ確保できれば、一定のレ

ベルの研究活動を持続していけるであろう。たとえば、インドネシア政府は、中小企業による地元

の天然資源および人的資源の活用を推進することをめざしてIPTEKDAスキーム（研究助成の一種）を

実施しているが、こういった研究助成を受けることで研究活動を持続していくことが可能である。

（3）  組織・管理面

　①　プロジェクト・マネージメント

日常のプロジェクト・マネージメントを担当するProject Management Unit（PMU）がジャカルタ

とメダンに設置され、日本人長期専門家チームが派遣された。PMUは、プロジェクトの円滑な実

施のために対象大学との調整を非常に積極的に行った。PMUは、SDPFやコアラボラトリーといっ

た新しい制度を整備することにも貢献した。

しかし、PMUは、プロジェクト実施のために設けられた一時的な組織であるため、プロジェク

ト終了後は現在の機能は維持できなくなる。他方、終了時評価に先だって行われたFASIDの調査

によれば、高等教育総局は、PMUジャカルタオフィスを将来的に同局の一部とし、現在より規模

を縮小させるものの、PMUの活動を継続することを検討している。また、PMUメダンオフィスの

機能は、USUが引き継ぐことが検討されている。

　②　予算獲得サイクル

プロジェクトを通じて、プロジェクト活動の必要経費を国家開発企画庁（BAPPENAS）から配分

される開発予算でカバーするための予算獲得サイクルが確立された。このサイクルにおいては、

学部長会議が、対象大学間の調整を行うための組織と位置づけられ、年間活動計画の予算案につ
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いての協議・決定を行った。もし、プロジェクト終了直後に開発予算がいきなりカットされれ

ば、学部長会議を含むこのサイクルは終焉することになる。しかし、計画立案にかかるボトム

アップアプローチは、HEDSを通じ各対象大学で確立され、すでに各大学に根づいている。した

がって、各対象大学は、研究活動に必要な予算獲得を含む各種の計画立案のイニシアティブを今

後もとり続けることができると期待する。

　③　大学運営

1993年以来、インドネシア側の主導で大学運営の向上のために運営管理向上運動（TQM）が導入

された。元学長や高等教育総局・BAPPENAS職員を講師としてほぼ毎月TQMセミナーが開催され

た。TQMセミナーを通して、予算案作成にかかるボトムアップアプローチを対象大学・他大学の

関係者に普及していった。さらに、TQMセミナーは、産学連携強化や教育機能の強化のためには

研究活動が重要であることを対象大学の運営関係者に理解させることにも貢献した。セミナー参

加者は、教育における顧客は学生と産業界であること、また、大学職員は彼ら顧客のニーズを満

足させる義務があることを再認識した。TQMセミナーを通じた大学職員の意識改革は、プロジェ

クト終了後も維持されるものと期待されている。TQMセミナー自体も、インドネシア側の強いイ

ニシアティブで実施され、高く評価されているため、プロジェクト終了後もある程度継続される

ものと思われる。

　④　経済的・財政的側面

プロジェクト活動の財源は、BAPPENAS開発予算から支出されていた。その予算では、PMU運

営費、短期研修（地方研修・地域研修：学位取得を含まないもの）、SDPF、学部長会議などのすべ

ての活動について必要経費をカバーした。JICA側もこれらの活動経費の一部を支援していたが、

ここ数年の傾向としてJICA側予算の数倍の予算をインドネシア側が負担している。たとえば、機

材供与を除くとSDPF関連の投入に関しては、インドネシア側は日本側の3倍の金額を負担してい

る。しかし、BAPPENASの開発予算は外国援助プロジェクトへのカウンターファンドに最優先で

利用されることになっているため、JICAの協力終了後も引き続き開発予算が配分される可能性は

低いといわざるを得ない。したがって、プロジェクト後の経済的・財政的自立発展性は、開発予

算の確保に関しては期待できない。

他方、開発予算が見込めない場合にも、以下の方法によりプロジェクト活動をある程度維持で

きるものと思われる。

a）  PMU運営

現在のレベルの活動を維持することは難しいとしても、高等教育総局の予算によってある程

度活動を続けることは可能であろう。

b）  対象大学による研究活動

以下のような選択肢が可能性として考えられる。
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ア）  高等教育総局の研究助成

対象大学以外の大学との競争があるが、9年間のプロジェクト実施を通して十分な実力をつ

けた教官が多数いるため、競争に打ち勝ち研究助成を受けられる可能性も高い。

イ）  民間企業との連携強化

民間企業との共同研究や委託研究を推進することが可能である。また、民間企業から使用

料を徴収して先進機材や設備を使用させることも可能である。

ウ）  公共事業への協力や共同研究を通して地方自治体の予算を獲得する。

エ）  対象大学自身の予算から研究資金を調達する。
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第4章　結論
（1）　効率性

　①　教官の専門的知識

298名の教官がS2/S3（修士課程/博士課程）に入学し、1998年10月現在227名が修士号を、1名が博

士号を取得した。この数字は予定数の180名をはるかに超えている。現在修学中の教官数を考慮す

ると、HEDSプロジェクトによる高位学位取得者は260名を超すと思われ、対象大学全教官数の20

％以上になる。この段階で対象大学の高位学位取得者の割合は約47％となり、インドネシアの主

要大学のそれに近いものとなる。

　②　研究室の利用と研究活動

学部教育の実験環境および研究活動の質を高めるために11の対象大学に実験設備が導入され

た。コアラボラトリーの概念は研究能力向上のために、SDPFは教官に研究へのインセンティブを

与えるために、それぞれ1992年および1991年にプロジェクトの活動として組み込まれた。これら

2つの活動はJICAの教育プロジェクトでは新しい試みであるが、プロジェクト後半にその成果は

著しく、本プロジェクトの成功の大きな原因となっている。教育文化省高等教育総局（DGHE）お

よび企業からの研究助成もある程度増加し、特に企業との共同研究はプロジェクトによる研究活

動の効果として促進された。教官の間でのネットワークとして、コアラボラトリーグループ、

SDPFセミナー、工学部教官セミナー作業グループ会議、メダン学術委員会、工学教育のための東

南アジア地域セミナーおよびワークショップ、SHE―NetおよびIHE―Netが形成された。これらの

ネットワークの活動はプロジェクトの後期に開始したので、教官の研究意欲を持続させるために

引き続いての活動が期待される。

　③　大学管理

大学の管理システムは、管理者の日本研修、システムのコンピューター化、およびTotal Quality

Managementシステムにより改善された。

　④　その他

インドネシア語による良質の教科書は教育の質の向上に有効だが、その作成は遅れている。

ニュースレター、リーフレットなどの広報活動のほか、1998年7月にはHEDSのホームページも開

設した。

（2）  目標の達成度

プロジェクトの達成度は11対象大学における工学教育の質の向上というプロジェクト目標によっ

て評価される。本プロジェクトが教官の研究能力の開発に重点を置いた点は、結果的にはプロジェ

クトの目標達成には妥当であった。

主活動である学位取得プログラム（Degree Program）は成功している。現在なお修学中の教官数を

考慮すると11対象大学の高位学位保持者は約47％となり、インドネシア政府の工学部教育の施策を
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満足する。その約半数がHEDSプロジェクトによる学位取得者であり、プロジェクトの貢献の明確

な証拠となっている。

研究活動は、機材供与、コアラボラトリーの設置およびSDPF（研究助成）の導入により促進され

た。後者の2つはJICA教育プロジェクトとしては新たな取り組みであったため、その導入の際には

種々の議論があった。それにもかかわらず、その活動は成功裏に行われ、教官の研究へのインセン

ティブとして著しく有効であった。教育の能力および質にとって研究が不可欠であることを考える

と、これらの活動がプロジェクトの成功に果たした役割は大きい。しかし、その活動の成果はプロ

ジェクトの後期になって現れたものであり、まだ多くの教官に対しては継続的な資金援助がないと

研究能力の改善は果たせないであろう。

（3）  効果

効果（インパクト）は望ましいものと望ましくないもの、および正と負に分類される。

プロジェクトの上位目標である「11の対象大学の卒業生がスマトラおよびカリマンタン島の工業の

発展に貢献する」の評価指標は、卒業生の雇用と雇用主の評価である。卒業生にとって就職するのは

難しくなく、また雇用主もその技術および管理能力には満足していることが、インタビューにより

明らかになった。対象大学のいくつかではJob Placement Center（JPC）が設置され、学生が企業へ就

職する際に有用になっている。しかし、最近の経済危機のような外部条件の変化によって、対象大

学の卒業生は就職口を見つけるのが難しくなっている。

予想されなかった正のインパクトも対象大学内外にいくつかみられる。このプロジェクトで行わ

れたTQMシステムは大学の管理運営の改善に寄与し、高等教育総局の新しい構想「Third Long―term

Guidelines of Higher Education Development」の基本となった。研究活動は大学間ばかりでなく企業と

の共同研究もスタートしている。11の対象大学での経験とポジティブな成果は他の5参加大学への大

きな刺激となっている。

国内支援大学の1つである豊橋技術科学大学がUNILAの3つの新しい工学系学科の設立支援をする

という協定、および同学とITB、UGMおよびUNSYIAHとの大学間交流協定の締結は、予期していな

かった正のインパクトである。

（4）  妥当性

HEDSプロジェクトの成果、目標および上位目標はインドネシア社会、国民、ならびに対象大学

の要求に沿ったものである。プロジェクトの方向はインドネシア政府の高等教育政策に関連し、

ジャワ島以外での工学教育の発展を意図している。地方政府は企業が地元住民を雇用するよう奨励

し、そのためには地方大学がその施策に応えられるように強化される必要がある。

プロジェクトは初中等教育以外ではアジア地域において工学分野の高等教育が重要であるという

最近のJICAの調査の結果にも合致する。

1つのプロジェクトが11の大学をカバーしたことは、各大学が互いに刺激し合い、また競争原理が
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働くという点からみても、大変興味深いことであった。HEDSが三者間協力の形でスタートしたこ

とは、計画および運営について相互に学ぶことができるという利点があった。

インドネシア政府は対象大学の教官の研究活動を推進する政策をとっており、プロジェクトもそ

の方向である。

学生の質の向上に関してプロジェクトがどの程度貢献したかを見極める必要がある。

（5）  自立発展性

プロジェクトの自立発展性は、政策的見地、技術的見地、制度的・マネージメント的見地および

財政的見地の4つの見地から評価した。

　①　政策的見地

インドネシア政府は、「Third Long―term Guidelines of Higher Education Development（1996～2005

年）」で表明しているように、工学教育に最優先権を与えるであろう。

　②　技術的見地

プロジェクト終了後も適当な予算が確保されれば教官の研究活動は持続されるであろう。

　③　制度的・マネージメント的見地

プロジェクト終了後もPMUがその活動の一部を継続する可能性がある。各対象大学にはボトム

アップの体制が確立され、また大学がその活動に必要な財源を確保するための主体性を持つこと

が期待される。

　④　財政的見地

開発予算をみる限り、プロジェクト後の財政的持続性は期待できない。インドネシア政府およ

び対象大学は適当な財源を探索中である。
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第5章　提言と教訓
5―1　提言

評価の結果および評価5項目による解析から、本評価調査団は以下の最終結論に達した。

《プロジェクトの規模をあまり変えずに延長することは最近のODA政策を考慮すると難し

いであろうが、延長すればさらに大きな成果があがることが予想される。特に、研究活動、

対象大学のネットワーク形成および企業との共同研究には優れた成果が期待される。これら

の成果は高等教育プロジェクトとしては最終目標であり、実現が望まれる。

一方、たとえスケールダウンしても国家開発企画庁（BAPPENAS）の予算が充当されるよう

な適切なフォローアップ協力が行われれば、現在の活動の重要な部分はカバーでき、また将

来さらなる協力を実施する際にはその新しい協力に向けての架け橋になるであろう。

本プロジェクトはJICA教育プロジェクトの範となる優れた成果をあげており、そのインパ

クトも大きく、期間が長いというだけで形式的にプロジェクト終了の判断をすべきではな

い。》

評価調査団は以下のように提言をまとめた。

（1）  主活動であるDegree Programにより高位学位を取得した教官は予定数を大幅に超えている。し

かし、プロジェクト終了時においても学位を取得できない教官が残り、またプロジェクトの間に

対象大学では今後Degree Programの候補になる学部卒の若手教官が採用された。したがって、イ

ンドネシア政府は適当な奨学金制度を考慮すべきである。

（2）  日本研修は教官には研究活動への意識を与え、また管理者には大学運営の重要さを気づかせた

点で大変効果的であった。しかし、教官が高位学位を取得するだけの研究活動をするには期間が

短く、日本のODAの枠組みに高位学位のための奨学金システムが期待される。

（3）  短期研修、ワークショップ、セミナー課題研修および特別研修などのNon―Degree Programは、

もともとは対象大学教官の講義ノートや教材、カリキュラムの改善を通じ教官の教育の質を高め

るための活動であったが、実際には先端の研究トピックスを教示したり実験設備の適切な使用法

を指示するために活用された。これはプロジェクトの後期に教育と同様に研究にも重点が置かれ

たためであろう。さらに、いくつかのコースには企業からの多くの参加者があり、プロジェクト

の正のインパクトとして産学協同への道を開いたものとなっている。各対象大学はこのような産

業協同の研究を推進する努力を続けるべきである。

（4）  上記のように本プロジェクトにより促進された活動として産学協同研究がある。これはプロジェ

クトの予期せぬしかし重要な効果であり、プロジェクト後も継続すべき課題である。産学協同は

インドネシアの工業化ばかりではなく21世紀の大学、特に工学部の生き残りのためには不可欠で

ある。財政的に考えても共同研究により予算を獲得することが必要である。また、学生にとって

も共同研究により得るところは大きい。
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（5） 　SDPFおよびコアラボラトリーは研究が重要との考えに基づき企画されたが、実際には本プロ

ジェクト成功の大きな鍵であった。これらの活動は従来のJICAの教育プロジェクトになかった取

り組みであるが、HEDSプロジェクトが教育プロジェクトのモデルプロジェクトとして評価される

大きな要素の1つである。したがって、教官の研究レベルを維持するためには本プロジェクトが終

了したとしてもこれらの活動を継続すべきである。

（6）  対象大学教官、ホスト大学教官および日本人教官の間に形成されたネットワーク、および同分

野教官の間で確立したアカデミックコミッティーは、学問的議論の絶好の機会を与えている。こ

のようなシステムは研究能力改善および研究の刺激のためには不可欠である。

（7）  HEDSプロジェクトは研究活動を重視した教育プロジェクトの重要性を示したものであり、そ

の際立った成功はいくつかの対象大学への大学院設置の必要性を明らかにしている。先進国の工

学教育をみると、学部レベルでは決して完結しないことがわかる。工学および技術の発展はあま

りにも速いので、学部学生では追いつくのが難しい。大学の研究活動も、大学院学生の参加によ

り国際的な競争力が生まれる。現在、インドネシアではジャワ島の大学数校に大学院が設置され

ているだけである。これらの状況から考えて、インドネシア政府はHEDSプロジェクト対象大学で

大学院設置基準を満たす大学があればその設置を考慮すべきである。高位学位保持者などのデー

タから判断して、USU、UNSRIおよびUNANDは基準を満たすことが可能である。

（8）  インドネシア政府にとって大学院設置へのJICAの支援が望まれ、もしこれらが実現されれば

HEDSプロジェクトでの経験は両国にとって間違いなく有益である。

（9）  プロジェクトはインドネシアを含むアジアの経済危機により困難な時期に差し掛かっている。

明確な予測はできないが、BAPPENASからの対象大学への活動予算も、1999年7月のプロジェクト

終了とともに打ち切られる可能性がある。対象大学にとってBAPPENASおよびJICAの予算をあて

にした形から、競争ベースの形への移行にはまだ時間がかかるので、自助努力によりプロジェク

ト成果である研究能力を持続させるべく、財源を確保しなければならない。このような過渡期に

は、BAPPENASによる特別な配慮が必要であろう。

  （10）  「自立発展性」の章で述べたように、いわゆる「橋本イニシアティブ」の主目的はASEAN諸国の

高等工学教育を促進させることである。そのために日本は現存のASEAN University Network（AUN）

を基礎とした新しいネットワークASEAN University Engineering Network（AUEN）を提唱している。

その目的は、ASEAN諸国の主要大学の人材をASEAN全体で活用することで全体のレベルアップ

を図り、先進工業国家とも国際的水準で競争できるようにするものである。一方、インドネシア

の国益として良質なエンジニアを迅速に養成する必要があり、また工学分野でのCenter of excel-

lenceの設置も急務である。HEDSプロジェクトはこれらのインドネシアの需要に対し人材の活用

と国内大学のネットワーク強化により応えてきた。AUENおよびHEDSはその対象は異なるが、人

材およびネットワーク有効利用という点では同じ手法であり、お互いに連携し協力すべきであ
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る。したがって、JICAとしてHEDSプロジェクトの終了後のフォローアップスキームを決定する

際には、AUENとの適正な関連を考慮すべきである。

5―2　教訓

HEDSプロジェクトはモデル教育プロジェクトとして高く評価されるが、一方で、以下の点が教訓

として記録される必要があろう。

（1）  Degree Program

Degree Programはプロジェクトの主活動であり、その成果は当初計画を超えたものとなっている。

しかし、博士号取得者がわずかに1名であることについては留意が必要である。その原因の1つはホ

スト大学（ITBなど）の博士課程の弱体さがあったわけであり、博士課程については日本への留学が

検討されるべきであろう。JICAのスキームでは学位取得のための本邦留学は現在は実施し得ない

が、検討すべき時期にきている。

（2）  機材供与

無償資金協力による設備および機材供与はプロジェクト初期に行われたので、供与を受ける人の

要求との不適合が一部あった。一方、プロジェクト方式技術協力による供与は要求に合ったものが

多い。設備および機材の選択はその仕様に熟知した大学教官あるいは研究者により行うべきであ

る。無償資金協力による供与も技術協力プロジェクト開始後の適切な時期に行うことが検討される

べきである。

（3）  日本研修

日本の指導教官へのインタビューの結果によると、研修に参加した教官の質および成果にはかな

り個人差がある。成果の低い教官の場合の原因を把握すべきである。

（4）  プロジェクトリーダー

HEDSプロジェクトの日本側リーダーおよび長期専門家の仕事ぶりはインドネシアカウンターパー

トと目線を同じにするという態度を基本とするものであり、この姿勢がインドネシア側のオーナー

シップを高め、プロジェクトを成功させる大きな原動力となった。

以上繰り返して述べているように、HEDSプロジェクトはその際立った成果および新しいアイデア

を組み込んだ点からみて、JICA教育プロジェクトのモデルになり得るものである。その原因は十分究

明されるべきであり、また今後の教育プロジェクトによき範例として適用されるべきである。　　　
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